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我が国のIT投資動向

我が国のIT投資は、緩やかに上昇を続けているものの、特に、９０年前後のバ
ブル経済崩壊後、その伸びは停滞しており、米国とも大きな開きが生じている。
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我が国のIT投資動向

IT投資のGDPに占める比率を見ると、我が国は、３％～４％の間で非常に安定した
水準を維持している。

よって我が国のIT投資はGDP全体の水準に維持されやすく、０１～０３年にかけて
低迷したが、０４年以降、GDPの回復に伴い、IT投資も対前年で回復基調に戻った。

IT投資の対GDP比率の推移 IT投資予算の対前年伸び率の推移
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我が国のIT投資動向

GDPに占めるIT投資の比率を世界各国と比較すると、我が国の水準は先
進国の中でも低い。

ガートナーに調査によれば、我が国のIT投資マインドは最も低いとの結果
が報告されている。

出典： Gartner
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(出典：IDC､”The Worldwide Black Book,2003” ）
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ＩＴ投資効果の日米比較

＜日米のＩＴ投資に対する生産性向上の相関係数＞
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（Source） Japan : ＪＣＥＲ Database, US : US DOC, “ Fixed Assets Tables”, “GDP by Industry data”

日本は、米国と較べると、明らかにＩＴ投資と生産性向上との間の相関関係
が低い。

特に、非製造業では、その傾向は鮮明である。
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IT投資の目的 日米比較

＜ＩＴ投資によって期待する効果・目的＞

ガートナーの調査結果によれば、米国のＩＴ投資は、顧客満足度、競争優位の獲得、
売上げ増加、新規顧客獲得など「攻め」の投資が中心。

これに対して、我が国IT投資は、業務コスト削減、プロセス合理化、ペーパレスなど、
どちらかといえば「守り」の投資が中心との評価もある。
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IT経営力に関する現状
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我が国企業のIT経営度

我が国企業をみると、上場企業の中ですら、約７０％の企業がステージ２までの

部分最適のステージ。「部門の壁」を越えて全社最適に移行している企業は少数派

＜我が国のＩＴ化ステージの状況＞

ステージ1

情報システムの導入

部門内最適化企業群

組織全体最適化企業群

企業・産業横断的
最適化企業群
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ステージ3

ステージ4

部分最適段階
“70%”

全体最適段階
“30%”

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

9

７０％の「部分最適」企業の特徴
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例えば、仮想事例として調査統計部を例に挙げれば、工業統計、商業統計など、それぞれの統計
ごとに、異なるSierが作った、規格も中味もバラバラのシステムが部門ごとに導入。
ステージ３に移行し、より高いサービスをユーザに提供するためには、部門横断的な権限に
基づくデータの標準化やビジネスプロセスの共通化などが必要に。
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IT経営度の日米韓比較

＜企業のＩＴ化ステージ＞

米国では、５０％以上の企業が、「部門の壁」を乗り越え、全体最適ステージ
へと移行。我が国とは顕著な差。
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IT経営力とIT投資の効果
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＜ ITステージ別にみた労働生産性（売上高／従業員数）＞＜ ITステージ別にみた売上高営業利益率＞

出典：経済産業省「ＩＴ経営力指標を用いた企業のＩＴ利活用に関する現状調査」（平成１９年３月）

売上高経常利益率は、IT経営度と緩やかな相関関係を示している。従業員一人あ
たりの生産性でみれば、その相関関係はより鮮明となる。

IT投資の生産性の鍵は、これからもIT経営の成熟度が握っているとみられる。まず
は、全体最適の段階により多くの企業に進んでもらうことが重要。
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• 経営と現場が一体となった「つながり力」の強化に向け、優れたIT経営を実践するCIOとIT投資
の専門家を一堂に会した「CIO戦略フォーラム」にて、集中的に検討を実施しているところ。

• 本フォーラムにて「見える化」、「共有化」、「柔軟化」などの段階毎に取組みロードマップを整理
。本年５月にはこれらの成果を踏まえ、経営者による「IT経営協議会」を開催し、「IT経営憲章（
仮称）」として取りまとめる予定。

◆今後の展開

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

IT経営協議会（経営者） ●

CIO戦略フォーラム（CIO） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

IT投資戦略研究会（専門家） ● ● ● ● ●

遠藤委員長 リコー、日本経済団体連合会
横塚副委員長 東京海上日動火災保険
飯島副委員長 東京工業大学、経営情報学会
縣 委員 イオン
伊賀委員 東洋インキ製造
池原委員 日興シティグループ証券
石黒委員 ネットイヤーグループ
大西委員 トヨタ自動車
岡田委員 ファーストリテイリング
木内委員 大成建設
菊川委員 ＪＦＥスチール
行徳委員 日産自動車
小谷委員 コクヨ
小山委員 ベネッセコーポレーション

諮問会議
IT戦略本部

ニーズに応じ
本プロセス継続

齋藤委員 カブドットコム証券
佐藤委員 セブン-イレブン・ジャパン
志賀委員 ジェイ・ティー・ビー
繁野委員 情報システム総研
嶋岡委員 ソニー生命保険
冨田委員 東日本旅客鉄道
中田委員 カルビー
西山委員 日本放送協会
長谷川委員 ローソン
深井委員 りそなホールディングス
藤野委員 関西電力
牧田委員 松下電器産業
光藤委員 荏原製作所
矢澤委員 カシオ計算機

後藤委員 茨城大学
篠﨑委員 九州大学
須藤委員 東京大学
根来委員 早稲田大学
平野委員 早稲田大学
松尾委員 青山学院大学
松島委員 武蔵大学
今清水委員 情報処理推進機構
上田委員 日本経済団体連合会
多田委員 日経ＢＰ
三平委員 日本情報処理開発協会
山野井委員 ガートナージャパン
淀川委員 野村総合研究所

＜CIO戦略フォーラム構成員＞
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IT経営を巡る現状と課題
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デジタル・イノベーション

（ものレベルのデジタル化・ネットワーク化
が支える新たなビジネスモデルの展開）

グローバルなグローバルな
バリューチェーンの再構築バリューチェーンの再構築

（ビジネスレベルの
デジタル化・ネットワーク化が支える
ビジネスプロセスの創造的再構築）

情報（知識）の可視化と
その生産性向上

デジタルの強みと
アナログな着想の融合

○日本的経営 ／持続可能性
○新・産業構造論 ／情報生産性

見える化 共有化・柔軟化

ビジネスのつながり力

デジタル化 原点回帰

グローバルな商品競争力

ITの果たすべき役割
（信頼性と柔軟性に富んだ情報活用基盤の提供）

○ 日本製品・サービスの競争力再生
○ 省エネ・信頼性など日本的強みの再発見

新たな技術単体では付加価値が生めない時代。
使い手の嗜好や潜在的ニーズを的確かつ迅速に活かせる

ビジネスプロセスや企業間関係の作り方が新たな付加価値の源泉に。

消
費
ス
タ
イ
ル
の
変
化

価
値
の
源
泉
が
「
も
の
」
か
ら
「
こ
と
」
へ

ＩＴ経営を巡る課題



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryＩＴ経営とは

・ 目的なく、ただ現業をＩＴ化するだけでは、IT投資本来の効果を享受すること
はできない。自社のビジネスモデルを再確認し、経営から視点を得ながら、現
業とＩＴとの橋渡しを行っていくことが重要

・ 経営・現業・ＩＴを融合させ企業価値の最大化を目指すことが「ＩＴ経営」。

‐ 経営は、経営戦略という「視点」を持ってこれに意思を与え、

‐ 現業は、現場の「情報」を活かすという形でこれに参加し、

‐ ＩＴ部門は、業務をまわす「メカニズム」（情報システム）を提供する

16

？

経営

経営

現業 現業

視点

ﾒｶﾆｽﾞﾑ 情報

ＩＴＩＴ
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• ７割企業の実情を見ると、経営とＩＴと現場は、バラバラに動いている。
① 経営と現業とITが全くバラバラに動いており、使われないシステム機能がそこかしこにある。

② 工場など現場ではITと業務が上手くリンクしているが、経営戦略とは分断されている

③ SOx法対応など経営からITに指示が降りるものの、現場の課題とはリンクせず効果に繋がらない

④ 合併などを契機として、現場とITのリンクを急激に経営主導で進めようとし、苦労している

ひとつひとつの現業をIT化

一方的なメカニズムの提供

経営戦略としてITの活
用を考えていない

経営戦略としてIT
の活用を考えてい
ない

環境変化などで
対応が至上命
令に

一定の成果をあげたのち業務改革に昇華

ＩＴコストカットや
システム基盤整
備の必要性から
経営層主導でＩＴ
改革へ

エース級の投入等で強力に推
進せざるを得なくなる

17

①各領域がバ
ラバラに活動

②現場レベル
のみで推進

③Sox法対応など、
経営層主導でＩＴ
改革を実施するも
のの、現場の課題
とリンクせず。

④赤字化・合併等
の大きな衝撃をト
リガーに、経営主
導で推進
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コト
（受発注、資金調達、人材確保
販路開拓、新技術事業化
発明、制度変更、
ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ対応等）

ヒト、モノ、カネ

情報

①・⑤情報を共有するヒトが考え、
気付き、判断する

②コトを起こす

③コトがヒト、モノ、カネ
の振る舞いを変化させる

④変化した後のヒト、モノ、カネの振る舞い
にあうよう、情報の振る舞いをシステム化する。

IT経営の「場の空気」
コミュニケーション

情報生産性向上に向けたPDCAサイクル（「知恵の輪」）の広がりが、企業の生産性と戦
略性を向上させる。その実現には、情報を活かそうという「場の空気」が必要。
① 情報がヒトに新たな気付きを促す
② 気付きが新たな行動を呼ぶ
③ ヒトが起こした行動（コト）が現場のヒト、モノ、カネに新たな変化をもたらし、
④ 変化を踏まえて情報活用システムを構築する。
⑤ 新システムで新たに「見える化」した情報が、また、ヒトに新たな気付きを促す。

情報生産性のＰＤＣＡサイクル（「知恵の輪」）

好
循
環
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経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry放置しておくと現場は「潜水」する

ビジネスモデル戦略の不明確さ、
オープン化（モジュール化）を拒むクロー
ズな企業戦略

マーケットの思い（ム
リ）な要求擦りあわせ
でその都度対応

不良品隠し？

つくりの重い（ムリ、
ムダ、ムラな）作業の
指示に応える限界）

経営戦略

売り 作り

• この状況を放置すれば、次のような事態が進行し現場は「潜水」。経営から見えなくなる。
‐ 社内がどんどん閉鎖的になり、知見がタテ割りになる。 （経営戦略上の課題）

‐ 明日の売上維持が優先し全社戦略が立てられない （販売戦略上の課題）

– 作り込みのために重くなった現場にメスが入れられない （もの作り戦略上の課題）

・ 「潜水」した現場を「見える化」し、情報生産性のＰＤＣＡサイクル（「知恵の輪」）の構築・拡大を
促すには、経営力・組織力の発揮による、ねじの巻き直しが不可欠。「ＩＴ」はその実践に欠かせぬツ
ール。

悪
循
環
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Trade and IndustryＩＴ経営実現に向けた好循環作り

• ７割企業のＩＴ投資の現場が悩んでいる課題は、そもそもＩＴ経営の確立とは別次元の
課題である。

課題例①：「ベンダを頼ったら動かないシステムができた。現場とベンダは、どのよう
に話をさせればいいのか。」

課題例②：「パッケージを導入した結果、逆に現場が業務とシステムのことを考えなく
なった。今更、昔のレガシーシステムには戻れない。」

課題例③：「ＳＯｘ法が全社的なシステム見直しのきっかけになると思っていたが、結
局、作業が増えただけで、実態は何も変わらなかった。」

• ＩＴ経営に成功した企業の事例を見ると、最初の段階では、これらの課題に個別に答え
ようとはしていない。

• ＩＴ経営の好循環に持ち込むために最初に行っていることは、経営上の課題を基にした
経営者によるＩＴ投資へのコミットと、「視点」の提供。それを基に、必然性のある取

組について段階を追って取り組んでいるだけ。
20

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry（参考）成功企業の事例

• 経営者による、経営上の課題を基点としたＩＴ投資へのコミットがない限り、
好循環は始まらない。次のような例が典型。

事例① ： リコー株式会社

赤字転落の危機に「恵まれ」、アナログ技術中心の製品からデジタル技

術中心の製品構成に一挙に移行する社内決断ができた。

デジタルに移行すれば、商品・部品のライフサイクルが短期化するのは

自明。このため、市場の先を見て取引先とデータ共有をしていくところ

から手を付けるという判断が社内合意となり、経営戦略とリンクしたＩ

Ｔ投資が動き始めた。

事例② ： カルビー株式会社

検疫規制の問題から海外産原料が活用できなくなった。品質・コストに

劣る国内産原料を生産管理、流通管理によって国際的に遜色ない原料に

引き上げ、アジアで勝負できる商品を生み出す必要があった。

その結果、会社として、原料生産者と連携したＩＴ投資に踏み込む判断

がつき、具体的なプロジェクトが動き始めた。
21



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

ＩＴ経営の取組強化に向けた道筋

見える化

共有化

柔軟化

０．２ ０．５ ０．８ １．０

活
用
能
力

活用成熟度

• 成功企業の事例を見ていると、まずは「見える化」に取り組み、次に具体的な「共有化」に
向けた取組を開始し、最終的には、将来を見据えた業務自身の「柔軟化」に取り組むという
共通のパターンが見られる。

見える化： 経営から得られる視点に基づき、「現場の何が課題なのか、どうすれば解決するのか」に
繋がる業務やデータの「見える化」に、まずは、全社的に見て必然性の高いフィールドを
選んで取り組む

共有化 ： 現場で積み上げられた「見える化」の成果を整理し、経営戦略上重要と思われる社内外の
関係者間で、その成果をいつでも使えるような状態にする

柔軟化 ： 共有化の進んだ経営を、更に、将来予想される変化に対し、持てる知恵やリソースを迅速
に引き出せるよう変化を遂げやすい体質に進化させる

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industryデータの見える化・共有化 （データのモデル化）

類似データが多く存在している。あるいは、類似データなのに数値が異な
り混乱している、という課題は散見される。

ただし、全社横断的な対応となるため、なかなか実施する決心が付かない
と言う声が多い。

実施したところは、大きなシステム改修にあわせて行っている。

自社のビジネスモデルに即した「データモデル」をきちんと設計すべき。
それによってコスト増を抑制し、変化に強い、安定したシステムが構築で
きる。

大がかりな改修になる可能性があるため、限定範囲から始める方が得策と
いう声もある。

データモデルを作る「きっかけ」をどう与えるか。短期的な効果が見えな
い投資に対して、経営層にどのように納得してもらうか。

企業側で実施すべきデータモデル構築方法論を整理すべきか。（設計工程
のどこまで企業側で関与すべきか）

データモデルの重要性は、業種や企業特性によって変わらないか。



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industryデータの見える化・共有化 （データのオーナーシップ）

必要となる情報が可視化されていないと言う声は、数多くある。

また、集められたデータが多すぎて本当に欲しいデータが抽出できない、
使われていないと声も多い。

企業の現場、情報システム部が、「データをどう使うか」について考えな
くなってきている、という声もある。

現場部門自身が自ら「データのオーナーシップ」を取り戻すべきではない
か。

「データのオーナーシップ」を取り戻すために、何を行うべきか

（参考）組織における情報活用能力

組織IQ、 ITケイパビリティ ・・・

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industryデータの見える化・共有化 （目的と範囲を考慮した共有化）

データを共有化することは重要であるという認識は一般的。

しかし、無条件の全社共有化は無意味、という意見もある。

また、本業に役に立つようなデータ共有・分析は難しいという意見もある。

データ共有から新しい英知が出現する、といことを如何に理解してもらう
か。（Value Chain への気づき）

社会が野関係者間のデータ共有化も重要

業界内のデータ共有化標準仕様は、XML等をベースに既に多くの分野で整
備されている。

ただし、社外の関係者全体が同じ土俵に立たないと、大きな効果は得られ
ない。

業界全体のIT化を如何に進めていくべきか。



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

狭義のＩＴ投資狭義のＩＴ投資

背景となるマネジメント上の課題の構図

2626

経営目標経営目標

システムモデル（論理）
～
～

技術モデル（物理）

システムモデル（論理）
～
～

技術モデル（物理）

「IT経営」戦略「IT経営」戦略

弱い

業務モデル
（概念）

業務モデル
（概念）

情報化のスコープ情報化のスコープ

③「絵図面」どおりに、業務・デー
タを振る舞わせるための具体的な
設計作業（業務ﾓﾃﾞﾙ構築機能ﾞ）
をユーザもベンダも行っていない。

成功企業が、「現場の取組と経営上の課題がリンクしない背景となっている」と指摘す
るマネジメント上の課題の構図も、ほぼ共通している。具体的には、以下の３つ。
① 経営者のＩＴ投資に対する認識不足
② 経営目標実現に向けた基本的な「絵図面」の不在
③ 「絵図面」を具体化するための設計作業の不在

ベンダが開発

ＩＴ部門 業務現場

経営層

弱い

②経営目標実現に向けたＩＴ活用の
基本的な「絵図面」（ＩＴ経営
アーキテクチャ）が不在。

弱い

①経営戦略上の目標とポジショニン
グ(※)が明確でない。経営者が、
ＩＴ投資と経営戦略とは関係が希
薄だと思っている。

※ポジショニング：「誰に向かって何を売るのか。どこで競争を
しているのか」という企業の基本的な立ち位置

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

狭義のＩＴ投資狭義のＩＴ投資

（参考）業務モデル構築機能の欠如

• ①経営戦略目標とのリンク、②全体最適に向けた絵図面の設計（ＩＴ経営アーキテクチャ）が全企業・全
業種共通の課題となってきたのは比較的最近。他方、③業務モデル（意味論モデル）構築については、む

しろ、７０年代、８０年代のレガシー時代の方が真剣に行われていたとの意見もある。

27

システムモデル
（論理）

システムモデル
（論理）

技術モデル
（物理）

技術モデル
（物理）

詳細記述詳細記述

スコープ
（文脈定義）

スコープ
（文脈定義）

業務モデル
（概念）

業務モデル
（概念）

What
（情報・データ）

What
（情報・データ）

業務に重要な
物事のリスト

意味論モデル

論理
データモデル

物理
データモデル

物理
データモデル

データ定義データ定義

具体的
な組織機能

具体的
な組織機能

データ
そのもの

従来は、企業側自身が
情報モデル設計に
近いことを行なっていた

企業側が情報モデル設計部分を
手放してしまっている？

企業側が実施

ベンダが実施

企業側が実施
（RFPレベル）

ベンダが実施
しているが、
概念モデル
部分が
不十分？

企業側が実施
（RFPレベル）

パッケージ提供のため、
データモデル部分はある程
度固定化してしまっている
（ため不十分？）

ユーザ主導

ベンダー依存

情報

データ

ここが
抜けている

※図表の枠組みは、ザックマン・フレームワーク（www.zifa.com）をベースに加筆



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

（参考）ザックマン・フレームワーク

• ザックマン・フレームワーク（1987年）は、情報システムのアークテク
チャ構築のための枠組み。EAの基礎となっている考え方

28
※www.zifa.com 
c John.A.Zackman

要素毎に、様々なレ
イヤでの仕様の明
確化が必要

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry（参考） 「共有化」 （フォーラム・協議会の議論を踏まえ修正）

• しなやかに繋がることのできるデータ連携・システム連携の実現
– システム連携に関する指針の策定（段階的な結合）
– 活用可能なデータ標準に関する辞書の構築

４ヶ月予測月次生産から週次生産確定へ
お客様のニーズを反映したコンフィギュ生産・顧客直送方式採用
環境対応：エコラック

欧米拠点の再編外部要因（環境の変化）
中国への生産シフト
週次生産でも輸送を考慮すると…

現地調達・生産
拠点工程監視

これをベースに

他社：撤退 ⇔ Ｒ ：活用

（顧客ニーズの把握）

システムを支えるためにＩＴの活用 納期短縮、在庫低減

要求仕様品の
短納期・直送
・Ｐ＆Ｐ
ゴミレス

お客様

コスト競争力低下

（適地生産、消費地生産のすみ分け）
ＭＢ＆Ｒ
サプライ週次補充

生産の改善

現地調達・生産
拠点工程監視

（グループ内）

工程改善支援
ＩＳＯ認証取得支援

集約化による量産効果
過剰在庫を持たないで供給できる体制
標準品要求による安定供給

調達部品のＱＣＤＥ向上により、リコー内の更なる生産改善を支える
ベースが出来上がった。

源流保証しやすい部品

入手し易い部品の選定
品質安定部品の選定
安価部品の選定　　　etc

　　精度向上
　　設計納期の短縮機械部品の集約

サプライヤー様の集約　etc

電子部品の集約
旬の部品情報収集
サプライヤー様の集約　etc

ΣーＥ活動

ΣーＭ活動

展開

設計品質向上

（サプライヤー様）

源流保証活動

ＷＩＮ－ＷＩＮの関係

（グループ内）

工程改善支援
ＩＳＯ認証取得支援

集約化による量産効果
過剰在庫を持たないで供給できる体制
標準品要求による安定供給

調達部品のＱＣＤＥ向上により、リコー内の更なる生産改善を支える
ベースが出来上がった。

源流保証しやすい部品

入手し易い部品の選定
品質安定部品の選定
安価部品の選定　　　etc

　　精度向上
　　設計納期の短縮機械部品の集約

サプライヤー様の集約　etc

電子部品の集約
旬の部品情報収集
サプライヤー様の集約　etc

ΣーＥ活動

ΣーＭ活動

展開

設計品質向上
入手し易い部品の選定
品質安定部品の選定
安価部品の選定　　　etc

　　精度向上
　　設計納期の短縮機械部品の集約

サプライヤー様の集約　etc

電子部品の集約
旬の部品情報収集
サプライヤー様の集約　etc

ΣーＥ活動

ΣーＭ活動

展開

設計品質向上

（サプライヤー様）

源流保証活動

ＷＩＮ－ＷＩＮの関係

ＷＩＮ－ＷＩＮの関係

日次生販モニター
コンフィグＤＢ
グローバル在庫ビューワ
一括商談
…

（お客様ニーズ・物流情報のＩＴ化）

【段階的な連携・ステップアップ（（株）リコーの事例から）】



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry（参考） 「柔軟化」 （フォーラム・協議会の議論を踏まえ修正）

• 硬直化しがちな業務プロセスの柔軟化
– 業務プロセスの柔軟化・コンポーネント化に向けた指針の策定
– 業務プロセスのコンポーネント標準に関する辞書の構築

• しなやかに繋がることのできるデータ連携・システム連携の実現
– システム連携に関する指針の策定（ＳＯＡをベースに）
– ＸＭＬを巡る標準に関する辞書、XML活用に関する指針の提示

ＢＵ ＢＵ ＢＵ
ＢＵ ＢＵ ＢＵ

ＢＵ ＢＵ ＢＵ

ＢＵ ＢＵ ＢＵ

ＢＵ ＢＵ ＢＵ

ＢＵ ＢＵ ＢＵ

【業務プロセスの柔軟化（イメージ）】

密結合

疎結合

柔
構
造
化

METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryＩＴ経営ロードマップで残された論点

• 「見える化」＝＞「共有化」と「柔軟化」は次元が別
– あらゆることを「見える化・共有化」する必要なし。「柔軟化」のエッセンスが業
務のモジュール化だとすれば、疎結合の本質は、「隠蔽」。「見える化」と「見え

ない化」の競合

– Ｆｏｃｕｓのズレ （視点の置き所の失敗、「全体最適」の相対性）
• 経営層の考える「全体最適」の範囲と、事業そのものが本質的に必要とする「全体最適」
の範囲のズレ

• 企業が考える「全体最適」の範囲と、安全・環境など社会が求める「全体最適」とのズレ

• 知識資産を活かしたオープンイノベーション対応への遅れ

• 「経営におけるＩＴの管理」か「ＩＴによる経営革新か」。ＩＴ投資プロジェ
クトのオーナーシップは誰にあるのか。（典型的な迷走事例が電子政府）

– 情報処理機能の核心に迫り直さないと、Enterpriseが確定できない
＝＞ 動的ＥＡモデル？

• プロジェクトのオーナーシップが確定しない中で、急展開するデジタルコンバ
ージェンスに何をどこまで出すのか、睨み合いの状況が頻発。「経営」レベル

で「事業」間関係を繋ぐ仕組みが必要？ 「核心」どうしの摺り合わせ？
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